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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：令和８年５月１９日（令和８年（行情）諮問第６５６号） 

答申日：令和８年１０月２１日（令和８年度（行情）答申第６７９号） 

事件名：「陸戦教範（総論）」の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   「陸戦教範（総論）（海上自衛隊教範第４３１号。２８．３．３１）」

（以下「本件対象文書」という。）につき、その一部を不開示とした決定

は、妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の概要 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し、令和元年５月３１日付け防官文第１６

３２号により防衛大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行っ

た一部開示決定（以下「原処分」という。）について、その取消しを求め

る。 

２ 審査請求の理由 

  審査請求人の主張する審査請求の理由は、審査請求書によると、おおむ

ね以下のとおりである。 

（１）ないし（４）（略） 

（５）一部に対する不開示決定の取消し。 

   記録された内容を精査し、支障が生じない部分については開示すべき

である。 

第３ 諮問庁の説明の概要 

１ 経緯 

本件開示請求は、「２０１８．９．４－本本Ｂ１０７８で特定された文

書、及び当該文書を綴っている行政文書ファイル等に綴られた他の文書の

全て。＊ペーパー及び電磁的記録の双方の特定を求める。＊１個ファイル

での複写の交付を求めて改めて請求する次第です。」（以下「本件請求文

書」という。）の開示を求めるものであり、これに該当する行政文書とし

て、本件対象文書を特定し、令和元年５月３１日付け防官文第１６３２号

により、法５条３号に該当する部分を不開示とする一部開示決定処分（原

処分）を行った。 

本件審査請求は、原処分に対して提起されたものである。 

なお、本件審査請求について、審査請求が提起されてから情報公開・個
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人情報保護審査会への諮問を行うまでに約６年１１か月を要しているが、

その間多数の開示請求に加え、開示請求の件数を大幅に上回る大量の審査

請求が提起され、それらにも対応しており、諮問を行うまでに長期間を要

したものである。 

 ２ 法５条該当性について 

   原処分において、不開示とした部分及び不開示とした理由は、別表のと

おりであり、本件対象文書のうち、法５条３号に該当する部分を不開示と

した。 

３ 審査請求人の主張について 

（１）審査請求人は、「一部に対する不開示決定の取消し」として、支障が

生じない部分について開示を求めるが、原処分においては、本件対象文

書の法５条該当性を十分に検討した結果、上記２のとおり、本件対象文

書の一部が同条３号に該当することから当該部分を不開示としたもので

あり、その他の部分については開示している。 

（２）審査請求人のその他の主張は、令和７年５月１４日付け情個審第１７

５５号等により情報公開・個人情報保護審査会から通知された意見を踏

まえると、法１９条１項に規定する諮問をしなければならない場合に該

当しない。 

（３）以上のことから、審査請求人の主張にはいずれも理由がなく、原処分

を維持することが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は、本件諮問事件について、以下のとおり、調査審議を行った。 

① 令和８年５月１９日   諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年６月１０日     審議 

④ 同年１０月１４日    本件対象文書の見分及び審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

   本件開示請求は、本件請求文書の開示を求めるものであり、処分庁は、

本件対象文書を特定し、その一部を法５条３号に該当するとして不開示と

する原処分を行った。 

   これに対し、審査請求人は、不開示部分の開示等を求めており、諮問庁

は、原処分を妥当であるとしていることから、以下、本件対象文書の見分

結果を踏まえ、不開示部分の不開示情報該当性について検討する。 

 ２ 不開示部分の不開示情報該当性について 

 （１）別表の番号１に掲げる部分について 

当審査会において、本件対象文書を見分したところ、当該不開示部分

には、陸上戦闘時における行進及び宿営間の警戒、拠点攻撃並びに陣地
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防御時における部隊の具体的な隊形が記載されていることが認められ、

これらを公にすると、陸上戦闘時における部隊の運用要領が推察され、

海上自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生じさせるおそれがあると認

められる。 

したがって、当該不開示部分は、これを公にすることにより、国の安

全が害されるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理

由があると認められるので、法５条３号に該当し、不開示としたことは

妥当である。 

（２）別表の番号２に掲げる部分について 

当審査会において、本件対象文書を見分したところ、当該不開示部分

には、陸上戦闘時における具体的な部隊編成に係る基準が記載されてい

ることが認められ、これを公にすると、陸上戦闘時における部隊の態勢

が推察され、海上自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生じさせるおそ

れがあると認められる。 

したがって、当該不開示部分は、これを公にすることにより、国の安

全が害されるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理

由があると認められるので、法５条３号に該当し、不開示としたことは

妥当である。 

 ３ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人のその他の主張は、当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

 ４ 付言 

本件は、審査請求から諮問までに約６年１１か月が経過しており、諮問

庁の説明を考慮しても、「簡易迅速な手続」による処理とはいい難く、ま

た、審査請求の趣旨及び理由に照らしても、諮問を行うまでに長期間を要

するものとは考え難い。 

諮問庁においては、今後、開示決定等に係る審査請求事件における処理

に当たって、迅速かつ的確な対応が望まれる。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから、本件対象文書につき、その一部を法５条３号に該当す

るとして不開示とした決定については、不開示とされた部分は、同号に該

当すると認められるので、妥当であると判断した。 

（第２部会） 

委員 武藤京子、委員 佐藤郁美、委員 寺田麻佑 
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別表（原処分で不開示とした部分及び不開示とした理由） 

番号 ページ 不開示とした部分 不開示とした理由 

１ ３４ ４３０４第１項の一部  陸上戦闘時における具体的

な隊形に関する情報であり、

これを公にすることにより、

陸上戦闘時における部隊の運

用要領が推察され、海上自衛

隊の任務の効果的な遂行に支

障を及ぼし、ひいては我が国

の安全を害するおそれがある

ことから、法５条３号に該当

するため不開示とした。 

３６ ４３０９第３項及び第４項

のそれぞれ一部 

３７ 「行進間の警戒隊配備の一

例」の図の全部 

４３ ５３０６第４項の一部 

４８ 「宿営間の警戒隊配備の一

例」の図の全部 

６５ 「拠点攻撃における行動の

一例」の図の全部 

７２ 「防御配備の１例（陣地防

御）」の図の全部 

２ ８５ ８００４第４項の表の一部  陸上戦闘時における具体的

な部隊編成に関する情報であ

り、これを公にすることによ

り、陸上戦闘時における部隊

の態勢が推察され、海上自衛

隊の任務の効果的な遂行に支

障を及ぼし、ひいては我が国

の安全を害するおそれがある

ことから、法５条３号に該当

するため不開示とした。 

 


